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一　はじめに
ニュージーランド (以下「NZ」とする )の事故補償制度は包括的な無過失責
任制度を導入していることで知られ，わが国でも多くの紹介及び導入の検討が
なされてきた 1。同制度は，1972 年に事故補償法として明文化され，現在に至っ
ている。同法は NZ国内で生じた人的損害について，被害者が内外人であると
を問わず事故補償公団 (the Accident Compensation Corporation：以下「ACC」
* 本稿は，2014年11月22日に銘傳大学（台湾・台北市）で開催された国際シンポジウム「2014
銘傳大學兩岸暨國際法學論壇 (2014 MCU Forum on Cross-Strait and International Law)」
における筆者の報告「無過失補償制度と事後的請求ー国際私法の観点からー」を基にその原
稿を加筆修正したものである。上記報告に際しては，筆者のコメンテーターである台北大學
法律學系の陳榮傳教授（国際私法）より台湾法および国際私法一般につき有益なコメントを
頂戴した。ここに感謝申し上げる。
1　日本国内の事故補償法に関する研究論文リストについては，佐野誠「NZ事故補償制度の
現状と課題ｰ立法40周年を越えてｰ」損害保険研究74巻4号（2013）52頁以下が詳細である。
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とする )が一定額の賠償を行う一方，原則として NZ国内での被害者の追加的
な不法行為訴訟を認めない，といった特徴を有するものである。ACCからの
賠償対象となる事実に基づく事後的な請求は少なくとも NZ国内では，例外的
な懲罰的損害賠償を除いては認められない。
当然のことながらこの不法行為訴権の廃止は NZ国外における扱いについて
は規律していない。それゆえ，三で検討するように，NZ国外であれば ACC
からの賠償対象となる事実に基づくものであっても残部の請求が認められる余
地がある，との解釈がなされている 2。もっとも，従来の議論は抵触法的な配慮
をほとんどしていないものであったことが指摘されよう。不法行為訴権の廃止
というものが，実体権の剥奪を意味しているのか，それとも手続法上訴えを提
起できないということを意味しているのか，この点についての抵触法的評価は，
とりわけ事故補償法が準拠法になった場合には，重要な意味を持つ。なぜなら
ば，仮に不法行為訴権の廃止を手続問題と解するのであれば，この廃止は NZ
国内においてのみ妥当し，他国を拘束しないとの理解がなされており，一方，
実体問題とするならば，事故補償法が準拠法となった場合には他国においても
ACCからの賠償対象となる事実に基づく請求は認められない，との結論が導
かれることになるためである (これらの点については三－ 2以下参照 )。この
点を扱った判例として，豪州で事故補償法の不法行為訴権廃止が問題となった
事件 (三－ 3において紹介する )があるが，同事件では第一審はこれを手続問
題する一方，その上訴審においてはこれを実体問題と言明するなど，抵触法的
な評価は分かれており，検討を要する事項であるといえよう。
以上の問題意識から，本稿では，上記点を唯一詳細に分析したものと思われ
る，NZのオークランド大学の Tobin及び Schoeman両教授の 2つの共著論
文を主たる検討素材として，いわゆる手続と実体の性質問題が生じうる「法定
2　Angelo, Private international law in New Zealand(Kluwer Law International, 2012)， p. 
48：佐野誠「NZ事故補償制度における民事訴権の廃止に関する一考察ｰ航空事故を中心と
してｰ」損害保険研究61巻2号（1999）146頁以下。
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の不法行為訴権の廃止」について一つの解決策を示すことを目的とする。また
実際上も，NZ人が ACCから補償を受けた後に外国で訴訟をする判例が米国
及び前述のように豪州で既に報告されている。また，NZでの災害や事故によ
り被害を受けた外国人が，事故補償法による補償を受けた後，自国に帰国後に
訴訟を提起した場合には，不法行為地法として NZ法が適用される余地がある。
これらの点に鑑みると，わが国おいても事故補償法の準拠法問題を検討してお
く意義は有しているといえよう。
以下では，事故補償法について，特に不法行為訴権の廃止部分と懲罰的損害
賠償の点について現状を明らかにし (二 )，ACCからの補償後の事後的な賠償
の可能性といった観点からNZにおける抵触法上の処理を紹介・分析する (三 )。
その上で，抵触法上の処理について若干の検討を行いたい (四 )。
二　NZ事故補償法
1　特徴
NZ事故補償制度は，1972 年「Accident Compensation Act」により立法化
され同法は1974年に施行された。2001年になされた改正によりその名称は「the 
Injury Prevention, Rehabilitation, and Compensation Act」と変更され，現
在，NZではこの 2001 年法が若干の改正を経て適用されている (なお，名称は
2010年改正により変更され「Accident Compensation Act 2001」とされている )。
本報告ではこの2001年法を素材に説明していく (以下，特定年の指定の無い「事
故補償法」は 2001 年法の意味で用いる )3。なお，1972 年事故補償法の立法に
際して，王立調査委員会が報告書を出している。これは国内外においても「ウッ
ドハウス・レポート」と呼ばれ，起草時の資料として大きな役割を果たす 4。
3　事故補償法の起草過程から現在までの議論及び改正状況については，浅井尚子「NZ事故補
償法とその運用実態」加藤雅信編『損害賠償から社会保障へ：人身被害の救済のために』（三
省堂，1989）41頁以下，及び佐野・前掲論文 (注2)1頁以下。
4　ウッドハウス・レポートについては，浅井・前掲論文 (注3)68頁以下参照。
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NZの事故補償法の特徴として，以下の 2点が挙げられる。一つ目は，①交
通事故や医療過誤のほか，あらゆる「事故」を補償対象としている点である。
そしてその人的範囲については，自国民である NZ人をカバーするのみならず，
外国人に対しても NZ国内で起きた場合にはその対象とする。つまり，NZ人
については，NZ国内 5 のみならず事故が外国で生じた場合でも ACCからの補
償の対象となる。そして，NZ国内で生じた事故については当事者がいかなる
国籍を有しているかは問わず同法が適用される 6。
二つ目は，②公的機関である ACCが事故後，裁判等を経ること無く加害者
の過失を問わず金銭補償するという救済の迅速性が確保されている一方，当該
被害者の不法行為訴権の廃止を法定で義務づけていることである。この点につ
いては，事故補償法 317 条 1 項に規定がある。同項は「人的損害に対する裁判」
との表題で，「(a) この法で補償される人的損害，または (b) 過去のこの法によっ
て補償される人的損害から，直接的または間接的に生じた損害に対して，法準
則であろうと制定法に基づくものであろうとに関わらず，この法以外に基づい
て，NZのいかなる裁判所にも何人も訴訟手続を行うことはできない」と定め
ている。
以上の 2つの特徴から事故補償法は，NZ人については国内外で起きた事故
を対象とし，外国人については NZ国内で起きた事故を対象として ACCが補
償するが，ACCの補償対象となる事実に基づく，NZ国内での新たな訴訟を，
5　「NZ」の領域については，事故補償法16条が規定する。1項 (a)ではNZとは「北島，南島，
スチュワート島，チャタム島のほか，東経162度から西経173度かつ南緯33度から53度の範
囲に含まれるすべての土地，島，小島 (ilets)をいう」と規律し，1項 (b)以下において，より
詳細に「国内」の範囲を画定する。
6　事故補償法16条にいう「国内」への外国人の出入国の基準については，同法23条が規律
する。同条1項は「NZに通常居所を有しない者は，もし以下の状況にあった場合にはこ
の法では補償されない。その者が (a)船や飛行機その他2項に掲げる交通手段に乗っていた
(on board)場合，(b)そのような船や飛行機や交通手段にまたはそれらから乗船中・搭乗中
(embarking)であった場合，または下船中・降機中 (disembarking)であった場合」と定める。
同条2項においては (a)の交通手段の定義について，同条3項においては (b)のembarkingと
disembarkingの具体的意味について規定されている。
310
－95 （　  ）－
当事者の国籍問わず禁じているものといえる。
2　不法行為訴権の廃止の国内法上の扱い
以上 NZの事故補償制度においては，外国人が NZを旅行で訪れて事故に遭
遇した場合であっても，ACCから NZ人と同様の補償がなされる一方，不法
行為訴権の廃止については事故補償法 317 条の適用も受ける，という構図に
なっている。もっとも，NZの国内法の理解がそのまま外国における訴訟にお
いても妥当されるかは，法廷地（例えば，日本）の国際私法ないし国際民事訴
訟法が準拠法たる NZ法をいかに扱うかに関わってこよう。この点について，
三以下で論ずることとする。
なお不法行為訴権廃止条項は事故補償法が適用される場面においてのみ機能
する。この点，航空運送に関する条約が適用される場面では，事故補償法の適
用はない 7 ため，事後的な不法行為訴訟の提起が可能である。また，事故補償
法内でも，懲罰的損害賠償については同法 319 条により，追加的に認められる
場合がある 8。319 条 1 項は「本法において，またいかなる法準則においても，
以下の結果を引き起こした被告の行為を理由に，懲罰的損害賠償を求める手続
を NZ国内の裁判所に提起することを妨げることはない。
(a)本法によって補償される人的傷害，または
7　NZは1999年成立の「国際航空運送に関するモントリオール条約」に2003年11月4日に加
入しており，条約の締約国間においては，事故補償法ではなく同条約が優先して適用される。
なおわが国もNZと同日にモントリオール条約に加入している。この点については，モント
リオール条約の前条約であるワルソー条約下の議論であるが，佐野・前掲論文 (注2)137頁
以下参照。
8　この点については，佐野隆「NZにおける懲罰的損害賠償金をめぐる問題の立法による解
決」比較法学33巻1号（1999）199頁以下参照。
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(b)以前の法によって補償される人的傷害」と定めている 9。
以上のことから，国内法上は，事故補償法 317 条 1 項は，事故補償法の適用
範囲にあって (すなわち航空機事故を除く )，ACCからの支払われる金額以上
の填補的賠償を目的とする請求権の NZでの行使を原告となりうる者 (国籍を
問わない )から奪う規定と位置づけられる。
三　抵触法的処理に関する議論
1　不法行為訴権の抵触法的評価
事故補償法と抵触法の関係について，起草時の資料であるウッドハウス・レ
ポートにはこれを意図した記載はなされていない 10。事故補償法立法後の 1977
年のWess/Auburn論文は「NZ人の事故の近時のケースや，外国人が NZに
9　2項以下は，以下の通り。なお同条の訳出に当たっては，佐野・前掲論文注 (8)212頁の
1998年事故補償法396条訳を参考にした。
　「2項
　裁判所は，以下の場合であっても，1項に記載された種類の行為に対する懲罰的損害賠償を
認めることができる。仮に
　(a)被告がすでに，懲罰的損害賠償を求める請求に関連する行為を含む犯罪で起訴され無罪
判決を受けているか，または有罪判決を受けている場合
　(b)被告がすでに，そのような犯罪で起訴され，2002年量刑法 (Sentencing Act)の106条に
基づいて有罪宣告されずに免責された場合あるいは同法108条に基づき有罪宣告を受けかつ
免責された場合
　(c)被告がすでに，そのような犯罪で起訴されているが，懲罰的損害賠償を求める請求に対
し裁判所が決定を下す時点で，起訴に基づく審理が執り行われていない場合
　(d)懲罰的損害賠償を求める請求に対し裁判所が決定を下す時点で，被告に対してそのよう
な犯罪でいまだに起訴が行われていない場合
　(e)そのような犯罪を理由とする起訴に対する時効が成立している場合
　3項
　懲罰的損害賠償を認めるか否かについて，さらに認める場合にはその額の決定に際して，裁
判所は以下の点を考慮することができる，
　(a)懲罰的損害賠償を求める請求に関連する行為を含む犯罪を理由に，被告に対して刑罰が
すでに科せられているか否か
　(b)科せられているなら，その刑罰の性質。」
10　浅井・前掲論文 (注3)68頁以下参照。
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旅行目的で，年間 255,000 人が流入していること，そして，工場労働の危険を
認識せずして流入してくるトンガ国籍や西サモア国籍を有する者の増加は，事
故補償法での抵触法的処理が必要になる可能性を示している」と指摘するが，
ウッドハウス・レポートについて「抵触問題の処理について，NZへの訪問者
への関心を払っていなかった」と評する程度である 11。その後は以下で検討す
る Tobin/Schoemanの論文を除いてはほとんど抵触法的な検討はなされてこ
なかった 12。近時の Angeloは NZ国際私法の体系書 (2008 年 )においても，こ
の点については，事故補償法 317 条の「文言は訴訟を否定しているわけではな
く，いかなる手続も NZでなすことはできない，と言っているに過ぎない。請
求原因が残されているということは，被害者が外国において訴訟を提起する可
能性は残されている」とあくまで外国での訴訟の提起可能性を述べるに止ま
る 13。
他国がどのように扱うのかについては，当該国の問題であるため，NZ国内
からはそれほど注意が払われていなかったといえる。このような学説の状況に
あって，NZ法が準拠法となった際の，手続と実体問題に踏み込んだ上で検討
しているのが，前述の Tobin/Schoemanの 2つの論文である (いずれも 2005
年に出されたものであるため，“The American Journal of comparative law”
11　Wess and Auburn, New Zealand conﬂict of laws-a bird’s eye view, 26 Int'l & Comp. L.Q 
1977, p.971.
12　このほか，事故補償法と国際私法上の問題を扱ったものとして，Shapira, New Zealand 
accident compensation and the Foreign Plaintiff: some conﬂict of laws problems, Otawa 
Law Review 1980, p.416; 同論文は，国際私法と事故補償法について詳細に論じた貴重なも
のといえるが，その骨子は，NZで事故にあったがNZに居住しない外国人原告の救済の可
能性を，準拠法選択の観点から論じるものである。不法行為訴権の廃止についての5条1項
(論文当時 )はNZ法が準拠法になった場合には適用されるとの方向で議論しており，実体と
みなしている。Saprira, op. cit., p.433:もっとも，そのような性質決定の根拠は述べられて
いない。
13　Angelo, op. cit.(2), p.48.
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掲載のものを以下「論文① 14」，“Praxis des Internationalen Privat- und 
Verfahrensrechts”掲載のものを以下「論文② 15」とする )。NZからの発信で
あるが，NZ法の不法行為訴権の性質決定問題及び懲罰的損害賠償の扱いにつ
いて抵触法的な分析を行っている点で大きな意義を有する。また，NZ国外で
この点が問題となったケースが 2例存在し，検討に値するため，後ほど分析す
る。以下ではまず Tobin/Schoemanの論文内容を紹介する。
2　Tobin/Schoeman 論文
(1)論文①
同論文の構成としては，PartⅠで事故補償法の不法行為訴権の廃止につい
ての実質法上の議論を展開する。その上で，NZ人が内国で被害を受け，外国
で訴訟をする場合 (PartⅡ )，NZ人が外国で被害を受け，外国で訴訟する場
合と内国で訴訟する場合 (PartⅢ )，外国人が NZで被害を受け外国で訴訟す
る場合 (PartⅣ )，に分けて，事故補償法の渉外事案における適用関係につい
て論じた上で，PartⅤで不法行為訴権の廃止条項の抵触法上の性質決定につ
いて検討している。以下では本稿の検討に必要な部分に限って要約する。
不法行為訴権の廃止について，実質法レベルでは事故補償法 317 条 1 項の条
文の文言から，形式的に手続法上の不可能性を強調する場合には手続と性質決
定されるであろうし，実質的に補償の拒絶という点を強調するならば，実体と
しての性質を見いだしうるとするが 16，このような仕分けは自体は国際私法平
面における性質決定にはほとんど意味をなさないとする 17。
すなわち，権利 (Right)と救済 (Remedy)の区別を，国際私法平面の手続と
14　Tobin and Schoeman, The New Zealand Accident Compensation Scheme: The 
Statutory Bar and the Conﬂict of Laws, 53 Am. J. Comp. L. 493(2005).
15　Tobin and Schoeman, A Holiday in New zealand: The Implications of New Zealand’s 
Accident Compensation Scheme, IPRax 2005, p. 374.
16　Tobin/Schoeman, op. cit.(14), p.497.
17　Tobin/Schoeman, op. cit.(14), p.513.
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実体に投影させるという従来の英米法における伝統的な方法論から事故補償法
の不法行為訴権の廃止をみると，これは形式的に救済に位置づけられ，抵触法
上も手続に位置づけられることになる，としながらも，英国，豪州，NZの近
時の立法・判例を分析し，この方法論に対し否定的な傾向がみられる点を指摘
する 18。その点を踏まえて，論文①では，「権利と救済の基準に代わって，性質
決定にあたって必要とされる目的及び手続あるいは実体と性質決定が事案の結
果へともたらす付随的な影響を考慮に入れる必要がある」とし，特に「確実性，
予見可能性，基準の統一性，そして，フォーラムショッピングの防止と言った
抵触法的価値から，効果法の広範な適用が許容される」べきであり，「事案の
結果に影響を与えるルールは実体と性質決定する」との立場を支持する 19。その
上で，消滅時効や損害賠償の上限及び費目について，救済の一部にもかかわら
ず，実体権に影響を及ぼすものであるとの観点から，これらを実体と扱う近時
の傾向を支持する。そして，不法行為訴権の廃止についても，消滅時効と同様
に「実質的に原告から損害の賠償をすることを妨げる」ものであって，その効
力は実体的である点を強調し，NZ法が不法行為の準拠法となった場合には，
この規定も適用されるべきとする 20。なお，別の観点からみれば，不法行為訴
権の填補的賠償部分の廃止というのは，実体問題とされている損害倍書の費目
についての一費目に対する否定にとどまるとし，国際私法平面においては，懲
罰的損害賠償請求の可能性が残されている以上，このような人的補償に対する
不法行為訴訟自体は排除されないとする 21。
(2)　論文②
論文②では，NZで起きた事故のドイツでの訴えという以下の架空事例を挙
18　Tobin/Schoeman, op. cit.(14), p.512.
19　Ibid.
20　Ibid.
21　Tobin/Schoeman, op. cit.(14), p.513.
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げ，これについて検討するという構成をとる 22。
ドイツからの交換留学生である Heinzは，NZのサウスアイランドで休
日を過ごしていたが，クイーンズタウンへとスキーに行く道中で，NZ人
である Harryの車に衝突された。Heinzは重傷でクライストチャーチの
病院に入院。帰宅までに世話や適切な処置を受けながら二ヶ月そこにとど
まることになった。NZへの訪問者としての Heinzは，彼が航空機から降
りた時点から帰国のために航空機へ乗り込むまでに NZで被った人的侵害
に対する補償がなされることになった。彼の怪我は事故補償法でカバー
されるものであったため，医療費は同法により支払われた。Heinzは警察
から，今回の事故は Harryが自殺を試みたために生じたものであったこ
とが告げられた。Harryは現在刑法犯とされている。Heinzがドイツに
帰国後，ドイツで，Harryに対して損害賠償請求を行った。なお，Harry
はドイツに財産を有している。
論文②では，上記架空事例において，準拠法は NZ法となり，事故補償法
317 条 1 項が関連規定となることを確認した上で，Heinzはドイツの裁判所に
おいて追加的な賠償請求ができるか，について論ずる。
論文①で論じたときと同様に，まずは，事故補償法の不法行為訴権廃止が，
填補的賠償に関する実体規定なのか，それとも，単なる訴え提起の禁止という
訴訟法上のものであるかが問われるとする。そして法の目的からは，この禁止
は実体的な効果を有することを確認した上で，「実質法上は手続とみなそうと
実体とみなそうと結論は変わらない。しかし，国際私法の文脈においては，廃
止の効果は，それを実体とみなすか手続とみなすかで異なる」点を強調するの
である。手続であるならば，同項は NZ法が法廷地法となるときのみ適用され
22　以下は，Tobin/Schoeman, op. cit.(15), pp.374-376を要約したものである。
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るが，実体と考えるならば，NZ法が準拠法となる場面においても適用される。
以上から，ドイツの裁判所が同規定を実体だと考えるならば，Heinzは填補
的賠償の請求は不可能であるが，ドイツの裁判所が訴権廃止を手続的なものと
みなす場合，同規定は NZにおいて提起される訴訟を禁止するにすぎず，ドイ
ツになにかをもたらすことはないとする。また，懲罰的損害賠償については，
ドイツ国内法上は認められないとしても，「NZ法上はそれほど高額にはなら
ないし，NZ裁判所においても『非現実的な請求は認めるべきでない』との主
張がされており」，Heinzは NZ法上のこのような賠償を認める訴訟を提起で
きるだろう。車の事故において簡単に懲罰的損害賠償が認められることはない
が，本件 (Heinzの事件 )では認められる余地がある。
と結んでいる。論文①と重複している箇所もあるが，抵触法レベルにおける
手続と実体の性質決定がもたらす差異を具体的に示している点，及び，NZ法
上の懲罰的損害賠償の他国における請求可能性を示している点は興味深い。
3　米国・豪州における関連裁判例
NZ国外で事故補償法の不法行為訴権の性質決定が問題となったケース
として，米国での第六巡回区控訴裁判所 1982 年 6 月 3 日判決 (Bennett v. 
Entstrom Helicopter Corporation（1982）Case23：以下「米国判決」とする )
と豪州のニューサウスウェールズ最高裁判所 1998 年 5 月 22 日判決 (James 
Hardie & Co Pty Ltd v. Hall as Administrator of Estate of　Putt(1998)
Case24 ：以下「豪州判決」とする )が存在する。以下順に概要と判示内容を見
ていく。
【米国判決】
Xは Yにより製造されたヘリコプターの事故で A（Xの夫）を亡くし
23　679 F.2d 630 (6th Cir. 1982).
24　43 N.S.W.L.R. 554.
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たと主張する者であり，X及び Xの家族はいずれも NZに住所を有してい
た。一方 Yは米国ミシガン州の法人である。同事故は，NZ国内の湖への
転落というものである。Xはミシガン州不法行為死亡法 (Wrongful Death 
Act)600.2922 条に基づき Yを相手方として米国で訴訟を提起した。
第一審においては，Xは敗訴。裁判所は，ミシガン州の抵触規則によっ
て本件に適用される NZ実体法によれば，本件のような訴えは禁止されて
いるとして，Xの主張を退けた。NZ法を適用するに際し，第一審は，不
法行為訴訟においてはミシガンでは通常不法行為地の実体法が適用される
が，本件の不法行為地法である NZ法によれば，現在コモンローによる人
的損害訴訟を提起することは認められず，代替的に，包括的な無過失責任
保障に関する制度を有しており人的損害はそれによるものである，とした。
Xは第六巡回区裁判所へ控訴。Xは事故補償法はあくまで「NZのいか
なる裁判所への訴えの提起」を認めていないに過ぎず，訴権排除効の規定
は本件に適用されることはないと主張した。裁判所は，事故補償法自体が
外国の裁判所への訴え提起を遮断するものではないことは是認した上で，
そのことが，事故補償法の他の規定を無視し，ミシガン州法を適用すべき
ということにはならない。NZ実体法によれば，コモンロー上の人的損害
に対する不法行為訴訟は認められていない。本件は，事故補償法によるカ
バーがなされるケースであり，そして，Xは，すでに事故補償法から補償
を受けているとして，この控訴を退けた。
なお，Xはミシガン州法の航空に関する安全についての公序違反も主張
したが，本件ヘリコプターは単にミシガンで製造されただけのものであり，
州の公序を発動する十分な根拠にはならないとして，この主張も認められ
なかった。
【豪州判決】
1997 年に Xは中皮腫を患っていると診断された。そこで Xは，自身が
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勤務していた NZ法人の関連会社で，豪州ニューサウスウェールズに所在
する Y１及びその持ち株会社である Y2 に対し，上記病気はアスベストに
晒されたことに起因とするとして，損害賠償請求を豪州で行ったのが本件
である。
Yは本件の主たる事項は NZで起きたものであり，同国法の下では，人
的損害の訴訟の開始は法律上認められていない，との主張をした。この点
につき第一審は，1992 年事故補償法の不法行為訴権廃止関連規定は実体
の性質でなく，手続の性質を持つものであり，単に「救済」が認められな
いという意味ととらえるべきである。その上で，Xは，雇用と病理と間に
関連性が要求されるが，Xは 1997 年まで中皮腫と診断されておらず，結
局 1992 年事故補償法による補償を受けられていない案件であり，その適
用はないとした。以上により第一審は，本件は不適切な法廷地ではないと
し，ニューサウスウェールズでの訴訟を許容した。なお，不法行為地は
ニューサウスウェールズであると判示した。
上訴審であるニューサウスウェールズ最高裁は，不法行為地はニューサ
ウスウェールズにはなく，NZであるとした上で，ニューサウスウェール
ズに管轄を認めるためには，不法行為地法において，本件の状況が，被告
が行使を主張している民事責任を発生させるものでなければならないと
し，フォーラムノンコンビニエンスの法理により，Xの訴えを却下した。
裁判所は，1992 年事故補償法 17 条 (当時の不法行為訴権廃止規定 )の
規定については，同法の記述する方法により生じた人的な侵害に基づく直
接的あるいは間接的な損害のためのあらゆる訴訟原因を消滅させるものと
いえる，とし，形式的に同条の文言が損害賠償のための権利行使の訴訟を
禁止しているが，法の全体から読みとれるその実体的な効力は，同法によ
る回復によって，コモンロー上の損害のリカバリーの権利に置き換えるこ
とにある。これは実体といえる，と述べている。
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以上，両事件とも，被害者は NZ人の事例であるが，NZ国内で生じた事故
について ACCから補償を受けられる権利を有するケースで，外国で同事故に
起因する損害の賠償を求めたものであって，事故補償法 317 条 1 項の外国での
効力の問題を扱った貴重な素材である。結論においては，両判決共に，不法行
為に関する準拠法が NZ法としながら，不法行為訴権の廃止を実体問題とした
上で，NZ法上既に実質的な請求権が消滅していることを根拠に，訴えを認め
なかった。　
4　小括
以上，不法行為訴権廃止についての抵触法上の処理についての議論を
Tobin/Schoemanの論文及び NZ国外の裁判例を中心に概観した。この処理を
検討する重要性は，ウッドハウス・レポート作成時には意識されていなかった，
または看過されていたものといえるが，現在の視点はそれが十分にあることが
示された。米国判決並びに豪州判決については，実際上外国において問題となっ
たがケースの報告であり，他国でも同様の問題が起きる点に鑑みると，わが国
の視点からもこの問題を意識しておく必要がある。また，これらの裁判例が手
続と実体の性質決定を意識した議論展開をしていたことは注目されるべきであ
ろう。
このような状況にあって，Tobin/Schoeman論文①が手続と実体の性質決定
論の総論を示した上で，不法行為訴権の廃止を消滅時効や損害賠償の費目に関
する近時の英豪の議論と平仄をあわせ，実体問題として処理すべきとした点は，
なぜ NZ法が不法行為準拠法となった場合に廃止条項が適用されるのかを説明
したものであって，意義のある先行研究といえる。
一方，実体と性質決定するとの結論は，NZ法が不法行為準拠法となった場
合には，救済が認められないとすべきであるのかについて，米国判決では「NZ
法の基では，事故補償法でカバーされたコモンロー上の不法行為請求は当然認
められない」とする表現がなされたが，現代においては NZ法上の懲罰的損害
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賠償の可能性もある以上 25，限定的に填補的賠償請求が認められないのみとす
べきとされる 26。
以下の検討では，Tobin/Schoeman論文②のドイツをわが国に置き換えて検
討する。とりわけ，わが国における NZ法上の不法行為訴権及び NZ法上の懲
罰的損害賠償の扱いについて考察する。なお論文②においては，不法行為訴権
の廃止のドイツ国内における性質決定には踏み込んでおらず，手続と実体の両
者を示すにとどまっている。一方，NZ法上の懲罰的損害賠償についてはドイ
ツにおいても請求可能ではないか，との指摘を行っている。これらの点も踏ま
えて以下検討する。
四　若干の検討
1　不法行為訴権の廃止について
わが国において，事故補償法と国際私法の関係について言及した先行研究と
して，佐野教授のものがある 27。同教授は，事故補償法 317 条 1 項の規定の解
釈として，「不法行為にかかる加害者に対する民事訴訟は NZ国内では提起で
きないこととなる。この規定の反対解釈として，NZ以外の国における提訴は
可能であると理解 28 される」としつつ「本法ではコモンローによる賠償請求権
自体を否定するという規定の仕方をしていない。このことは，NZ国内の事故
についての訴訟が NZ国外の裁判所に提起され，NZ法が準拠法とされた場合
に意味を持ってくると考えられる。」とする。これは，Angeloの理解 と同様
であり，他国での抵触法上の評価によっては，残部請求が認められる余地があ
25　なお，不法行為訴権の廃止から懲罰的損害賠償が除かれるとする立場は，1972年の立法時
から存在するわけではなく，米国判決と同年にNZで下された判例 (Donselaar v. Donselaar 
[1982] 1 N.Z.L.R. 97.)において採用されたものであるため，米国判決がこの点を看過してい
たとまではいえないだろう。
26　Tobin/Schoeman, op. cit.(14), p.504.
27　佐野・前掲論文 (注2)146頁以下。及び佐野・前掲論文 (注1)11頁注30においても「管轄
権の問題がクリアされれば，外国裁判所への提訴は可能であると解される」とされる。
28　Angelo, op. cit.(2), p.48.
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る，との指摘といえる。もっとも，実際の救済の可能性に鑑みれば，「手続は
法廷地法による」の原則が妥当する国が法廷地となり，かつその国の抵触法に
おいて，この問題が「手続」と性質決定されることが，残部請求の前提となる
点には留意が必要であろう。仮に「実体」と性質決定されるケースで NZ法の
コモンロー上の規定を当てはめた場合には，このような請求は難しいといえる
のではないか。
Tobin/Schoeman論文①の性質決定の総論の結論自体が，英米法国における
権利と救済の枠組みからの脱却に力点がおかれている点に鑑みると，わが国そ
のまま参照できるかは検討を要するが，少なくとも NZ実質法上の不法行為訴
権の廃止扱いについては，旧来より権利と救済の区別からパラレルに考えてこ
なかったわが国においてもこの区別は直接国際私法に影響を与えるものでは
ないとの理解が妥当しよう 29。わが国においては実体法上の損害賠償請求権の
種類については不法行為準拠法の適用範囲とされており 30，事故補償法 317条 1
項が，訴訟法上の不法行為訴権の一切の禁止ではなく，填補的賠償を認めない
趣旨にすぎない点に鑑みると，この問題は通則法 17 条以下の不法行為の問題
として捉えるのが妥当であろう。
もっとも，現実の救済に際しては国際私法上の公序との関係が問題となりう
る。この点，Tobin/Schoeman論文①②いずれにおいても指摘はないが31，「実体」
と性質決定された場合であっても公序によって適用が排除される余地は考えら
29　実質法上の手続と実体の分類の国際私法平面への投影に関するドイツの近時の議論につい
ては，拙稿「ドイツにおける外国判決変更の訴えについて : 変更要件の性質決定問題を中心
に」富大経済論集59巻2号（2013）239頁以下参照。
30　櫻田嘉章＝道垣内正人編『注釈国際私法　第1巻』（有斐閣，2001）457頁〔西谷祐子〕参照。
31　もちろん，NZ国際私法上においても，実体法上の公序と分離された国際私法上の公序違
反に基づく外国法の排除がなされることはある。cf. Angelo, op. cit.(2), p.31.
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る 32。実際に，事故補償法での賠償額は低廉であることが指摘されており 33，同
様の事案におけるわが国における救済額に遠く及ばない低額しか認めない上，
実体法上の権利を廃止するという結果は，法の適用に関する通則法 (以下，「通
則法」とする )42 条の公序条項が適用される余地がある。その上で，事故補償
法の適用を排除し，適当な額の賠償を認める場合も考えられる 34。米国判決や
豪州判決や Tobin/Schoeman及び私見のような不法行為訴権廃止条項が実体
準拠法に含まれるとの処理が一般的と考えられるならば，各国においても公序
の発動により事故補償法の廃止条項を適用した結果が排除されるという意味に
おいて，外国での提訴により原告の請求が認められる余地があることになろう
か 35。
2　懲罰的損害賠償について
事故補償法 319 条によれば，実質法上不法行為訴権の廃止に懲罰的損害賠償
32　前述の米国判例においても，結果的には公序違反との認定はしていないが，原告の主張に
答える形で公序違反の有無を検討している。
33　外国人に対してACCから支払われたもので公表されているものとして，2011年2月のク
ライストチャーチ地震の中国人留学生の遺族への支払いがある。とりわけいわゆる一人っ子
政策 (2011年当時 )下において唯一の子供を亡くした家族から追加請求をACCに求めたが，
法定の約4500NZドルから約7000NZ程度の支払いに止まっている (1NZドルは，2011年2月
時点ではおよそ63円であった )。
　http://www.stuff.co.nz/national/christchurch-earthquake/4768048/Chinese-denied-
Christchurch-earthquake-compensation
34　わが国においてアルゼンチン法が準拠法となったケースで，賠償額の算定基準も不法行為
の準拠法の問題であるとし，アルゼンチン法に従ったが，その賠償額が低額だったとして公
序に反するとした裁判例として，福岡高判平成21年2月10日判時2043号89頁。
35　もっとも手続問題とした場合であっても，NZ法が実体準拠法となった場合，コモンロー
上の一般不法行為法の適用が考えられるが，そこには事故補償法の対象となる人的損害を賠
償する実体法は含まれていないと考えられ，結局訴えは認められないことになるのではない
か。そうであれば，この結果 (実体法の欠缺により救済が図られない状況 )についても，公
序違反とする余地はある。NZにおけるコモンローに基づく不法行為訴訟で，事故補償法の
適用外のものについて検討するものとして，Tobin, Commin Law Action on the Margin, 1 
NZLR 2008, p.37.
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が含まれていないのは前述の通りである。Tobin/Schoeman論文②は，NZに
おける懲罰的損害賠償はそれほど高額にはならない点を強調している。この指
摘に従うならば，外国法に基づく懲罰的損害賠償を許容する法廷地においては，
当該賠償についてはこれを認める余地があると考えられる。この点，本稿の基
となった台湾銘傳大学での報告のコメンテーターを務めていただいた台湾大学
の陳教授からは，台湾法上は，例えば消費者保護法 51 条や公平交易法 31 条
1 項 36 において懲罰的損害賠償が許容されており 37，懲罰的損害賠償自体をもっ
て公序に反しない点に鑑みると，準拠法としてのNZ法上の懲罰的損害賠償は
台湾が法廷地となった場合でも認められる可能性がある，との指摘を受けた 38。
36　台湾・消費者保護法51条 (2015年6月17日改正 )
　「この法に基づいて提起された訴訟において，企業経営者の故意によって損害が生じた場合，
消費者は損害額の五倍以下の懲罰的損害賠償を請求することができる。ただし，重過失に
よって損害が生じた場合には，三倍以下の懲罰的損害賠償を，過失によって損害が生じた場
合は，損害額の一倍以下の懲罰的損害賠償を請求できる」
　台湾・公平交易法31条1項 (2015年2月4日改正 )
　「裁判所は，前条の被害者の請求により，事業者の故意行為につき，侵害の程度を考量して，
損害額を上回る賠償額を認定することができる。ただし，当該賠償額は，証明された損害額
の三倍を超える金額を認定することができない」
　上記和訳の作成に際しては台湾・銘傳大学の顔延陳教授の協力を得た。
37　なお台湾では，懲罰的損害賠償の承認執行については肯定例・否定例が存在するが，米
国の懲罰的損害賠償の承認については最高法院はこれを拒絶している (最高法院2010年5月
27日判決 )。その他裁判例・判例については，蔡秀卿「台湾における外国判決の承認及び
執行の現状」産大法学48巻3・4号 (2015)50頁以下。同論文記載以外の最高法院の判断とし
て，2009年8月27日判決 (九十八年度台再字第四六號 )は，英国で下された懲罰的損害賠償
の承認執行を許容している。同判決については，Rong-Chwan Chen, “jurisdiction,Choice 
of Law and the Recognition of Foreign Judgments in Taiwan” in: Jürgen Basedow and 
Knut B. Pissler, Private International Law in Mainland China, Taiwan and Europe, 
Tübingen, 2014. pp.36.
38　東海大学 (台湾 )の林恩瑋副教授も，懲罰的損害賠償であることをもってこれを拒絶する
わけではなく，「完全な形で準拠法通り認められるかが問題である」と指摘する。En-Wei 
Lin, “New Private International Law Legislation in Taiwan: Negotiorum Gestio, Unjust 
Enrichment and tort” in: Basedow and Pissler, op. cit(37), p. 250.
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Tobin/Schoeman論文②はドイツにおいてその可能性を指摘している39。比較法
的観点からは，国内法秩序において懲罰的損害賠償を許容しているか，あるい
は国内法上はそのような賠償請求は認めない国であっても，懲罰的損害賠償の
額によって承認の余地がある場合には，NZ法上の懲罰的損害賠償は適用され
うる，という結論となろう。
もっともわが国に限っていえば，国内実体法上，懲罰的損害賠償請求は許容
されていない。例えば，これを明確に否定した，京都地判平成19年10月9日 (判
タ 1266 号 222 頁 )は，交通事故で死亡した被害者たる子の親族が，加害者の
悪意ある行為で事故が発生したとして，懲罰的損害賠償を求めた事例であるが，
裁判所は「不法行為の当事者間において，被害者が加害者から，実際に生じた
損害の賠償に加えて，制裁及び一般予防を目的とする賠償金の支払を受け得る
とすることは，…不法行為に基づく損害賠償制度の基本原則ないし基本理念と
相いれないものであるから…，懲罰的損害賠償を認めることはできない」と判
示している。そして，準拠外国法が懲罰的損害賠償を認める場合であっても，
通則法 22 条 2 項が「不法行為について外国法によるべき場合において，当該
外国法を適用すべき事実が当該外国法及び日本法により不法となるときであっ
ても，被害者は，日本法により認められる損害賠償その他の処分でなければ請
求することができない」と定めており，そのような種類の賠償は排除されると
解されている 40。以上の日本の懲罰的損害賠償に対する理解に鑑みれば，NZ法
が準拠法となった場合に，事故補償法 319 条の直接適用を認めることは困難で
ある，との結論になろう。
39　但し，Tobin/Schoeman論文②の架空事例の法廷地であるドイツの不法行為の準拠法を
規律する民法施行法 (EGBGB)40条が，懲罰的損害賠償に寛容というわけではない。同条
3項1号2号は，被害者の適切な補償を超えるものや明らかに別の目的のための賠償につい
ては，これを適用しないと規定している。v.Hein/Junker, MüKoBGB Bd.11, 6.Auﬂ. 2015, 
EGBGB 40 Rn.5f,Rn.113.
40　通則法22条については同法の制定時において見直しも検討された規定であって，制限的
な解釈論も検討されている。同条の議論状況については，種村佑介「法の適用に関する通則
法22条の適用について」法学会雑誌（2015）643頁以下。
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五　おわりに
以上，事故補償法について，特に不法行為訴権の廃止に関する同法 317 条 1
項部分を中心に NZでの議論と他国の裁判例を照会しつつ抵触法的考察を行っ
てきた。同項については，Tobin/Shoemanの不法行為訴権の目的や性質の議
論も踏まえ，米国判決や豪州判決と同様に不法行為準拠法の適用範囲ととらえ
るのが妥当であることを示した。なお NZにおける懲罰的損害賠償部分につい
ては，確かに現状は通則法 22 条によってこれを認めることは困難であると結
論づけたが，同条の改正があった場合はもとより，台湾法のような懲罰的損害
賠償の規定が導入された場合には，とりわけ実質的に事故補償法 317 条での低
額の補償をカバーするものである場合には，異なる結論となる可能性も指摘で
きよう 41。
わが国において直接事故補償法の補償後事後的請求が問題となることはそう
多くは無いかもしれない。しかし事故補償法は，無過失補償制度のモデルとも
捉えることができる。この点からも，本稿で示した結論は，他国の個別的な無
過失責任補償が問題となった場合や，将来的に NZのような法制度をとる国の
法が問題となった場合にも応用されうると思われる。
(本研究は，科学研究費補助金 (挑戦的萌芽研究，課題番号 26590009)によ
る研究成果の一部である。)
提出年月日：2015 年 12 月 16 日
41　NZにおいて事故補償法319条が同法317条1項の填補的賠償を補完する役割をどのよう
に考えるかは検討する余地がある。豪州の議論であるが，NZ法上の懲罰的損害賠償は填補
的賠償と同種と扱いうるとする指摘もある。Davis, Is there still scope for forum shopping 
after John Pfeiffer v Rogerson,  (2000) 20 A. B. R, 113.
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